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第５回 熊本県議会 地域活力創生特別委員会会議記録 

 

令和６年２月22日(木曜日) 

            午前９時59分開議 

            午前11時14分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

(1) デジタル田園都市国家構想について 

(2) ＴＳＭＣ進出に係る県内波及効果に 

ついて 

(3) 付託調査事件の閉会中の継続審査に 

ついて 

――――――――――――――― 

出 席 委 員（16人） 

        委 員 長  橋 口 海 平 

        副委員長 髙 島 和 男 

        委  員 城 下 広 作 

        委  員 松 田 三 郎 

        委  員 溝 口 幸 治 

        委  員 西   聖 一 

        委  員 内 野 幸 喜 

        委  員 髙 野 洋 介 

        委  員 楠 本 千 秋 

        委  員 岩 本 浩 治 

        委  員 池 永 幸 生 

        委  員 坂 梨 剛 昭 

        委  員 前 田 敬 介 

        委  員 幸 村 香代子 

        委  員 住 永 栄一郎 

        委  員 立 山 大二朗 

欠 席 委 員（なし） 

委員外議員（なし） 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 企画振興部 

         理事兼         

    デジタル戦略局長 小金丸   健 

       政策審議監 門 﨑 博 幸 

   地域・文化振興局長 永 友 義 孝 

      首席審議員兼         

        企画課長 小 川 剛 史 

      地域振興課長 久保田 健 二 

   交通政策課課長補佐 地 下 良 広 

  デジタル戦略推進課長 受 島 章太郎 

    システム改革課長 黒 瀬 琢 也 

 知事公室 

         審議員 甲 斐 久美子 

    広報グループ課長 清 水 英 伸 

  危機管理防災課審議員 有 田 知 樹 

 総務部 

      私学振興課長 枝 國 智 一 

       市町村課長 阿 南 周 造 

        税務課長 坂 口 啓 介 

 健康福祉部 

    健康福祉政策課長 本 田 敦 美 

      首席審議員兼         

     高齢者支援課長 下 村 正 宣 

      首席審議員兼         

     子ども未来課長 木 村 和 子 

      医療政策課長 笠     新 

 環境生活部 

      環境政策課長 枝 國 智 子 

  環境立県推進課審議員 村 上 友 彦 

   環境保全課課長補佐 林   浩 介 

        男女参画・         

      協働推進課長 板 橋 麻 里 

 商工労働部 

         部 長 三 輪 孝 之 

      商工政策課長 池 永 淳 一 

    商工振興金融課長 田 浦 貴 久 

    労働雇用創生課長 時 田 一 弘 

      産業支援課長 辻 井 翔 太 

      企業立地課長 元 田 啓 介 

 観光戦略部 

         部 長 原 山 明 博 

       政策審議監 脇   俊 也 

    観光国際政策課長 櫟 本 麻 理 

      観光企画課長 川 㟢 典 靖 
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      観光振興課長 石 井 利 幸 

  販路拡大ビジネス課長 宮 﨑 公 一 

 農林水産部 

      生産経営局長 中 島   豪 

    農林水産政策課長 藤 由   誠 

  農地・担い手支援課長 山 本 剛 士 

      首席審議員兼         

      農村計画課長 青 木 公 平 

    森林整備課審議員 鹿 井   実 

    森林保全課審議員 山 下 聖 二 

    水産振興課審議員 山 下 武 志 

 土木部 

        監理課長 森 山 哲 也 

 土木技術管理課課長補佐 赤 木 宣 文 

    道路整備課審議員 塚 本 貴 光 

    都市計画課審議員 平 山 幸 司 

        住宅課長 今 福 裕 一 

 教育委員会 

      教育政策課長 永 松 浩 史 

    高校教育課審議員 太 田 浩 樹 

      義務教育課長 藤 岡 寛 成 

 企業局 

      総務経営課長 馬 場 幸 一 

   ――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

     政務調査課主幹 西 村 哲 治 

     政務調査課主幹 時 吉 啓 通 

                   

  午前９時59分開議 

○橋口海平委員長 おはようございます。 

 ただいまから、第５回地域活力創生特別委

員会を開会します。 

 本委員会は、インターネット中継が行われ

ます。委員並びに執行部におかれましては、

発言内容が聞き取りやすいよう、発言の際

は、マイクに向かって明瞭に御発言いただき

ますよう、よろしくお願いいたします。 

 次に、執行部の紹介につきましては、お手

元の関係部課職員名簿に代えさせていただき

ます。 

 それでは、お手元に配付の委員会次第に従

い、付託調査事件を審議させていただきます

ので、よろしくお願いいたします。 

 議題１、デジタル田園都市国家構想につい

て、議題２、ＴＳＭＣ進出に係る県内波及効

果について、一括して執行部から説明を受

け、その後、質疑を受けたいと思います。 

 なお、委員会を効率よく進めるため、説明

は、着座のまま簡潔にお願いします。 

 では、資料に沿って執行部から説明をお願

いいたします。 

 

○受島デジタル戦略推進課長 デジタル戦略

推進課です。 

 ＤＸ、デジタルトランスフォーメーション

関係について御説明いたします。 

 資料の２ページをお願いいたします。 

 １、産学連携によるＤＸ推進について、初

めに、くまもとＤＸ推進コンソーシアムでの

最近の取組を御説明いたします。 

 コンソーシアムでは、企業などの理解促進

や機運醸成に向けた活動を行っております

が、12月には、今年度２回目となります公開

イベントを開催しております。 

 ＤＸ人材の育成あるいは社内での取組の進

め方などをテーマに、お二人から講演をいた

だきましたほか、企業による観光分野や防災

分野での取組事例の発表、さらにはブース出

展などを行いました。会場には238名の方に

御参加をいただいたところです。 

 ３ページをお願いいたします。 

 県内企業における取組を支援するため、Ｄ

Ｘ実践セミナーを開催しております。 

 ５回のシリーズで、企業の実例も交えまし

て、ＤＸ推進の要点を実践的に学ぶととも

に、企業間の交流にも期待しております。 

 右側のデータ活用ブートキャンプでは、デ

ジタル化、ＤＸに必要となりますデータの利

活用について、企業の人材を育成するもので

ございます。 
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 データの収集や分析について、座学と実習

での学び、企業現場における実践につなげて

まいりたいと考えております。 

 ４ページをお願いいたします。 

 企業におけるデジタル技術導入の支援とい

たしまして、今年度初めてＤＸマッチング商

談会を開催いたしました。特に、中小企業を

中心に、デジタル技術の活用の仕方が分から

ないという声が多くございます。 

 このため、自社の課題を解決したい企業に

ＩＴ系の企業が自社の技術あるいはサービス

を提案するという機会を通しまして、具体的

なＤＸの取組につなげていくということを目

的としております。 

 肥後銀行と熊本銀行の協力を得まして、多

くの企業に御参加いただいたところでござい

ます。 

 ５ページをお願いいたします。 

 続きまして、大学や地域と連携した取組に

ついて御説明いたします。 

 ページ左側は、熊本学園大学との連携事業

になります。 

 熊本学園大学とは、昨年の７月に、オープ

ンデータの利活用推進を目的としました連携

協定を締結いたしましたが、これに基づきま

して、今年１月に「地域を楽しむイベントを

データから考えよう！」と題しまして、イベ

ントを開催したところです。学生さんや社会

人の皆さんによるグループワークも通じまし

て、データ活用の意義について体感していた

だいたところでございます。 

 右側は、観光客の周遊データの取得、活用

に係る実証としまして、人吉・球磨地域の宿

泊施設、観光団体と連携しました「人吉・球

磨 風水・祈りの浄化町の旅」と題したスタ

ンプラリーを記載しております。 

 ６ページをお願いいたします。 

 ここからは、各地域におけるＤＸの取組に

つきまして、特にデジタル技術を活用した地

域課題の解決といった観点から御説明いたし

ます。 

 まず１点目は、救急、防災の分野について

の取組になります。 

 ページ左側では、熊本市の取組としまし

て、119番通報時に通報者がスマートフォン

で現場の状況などの映像を送る仕組みを記載

しております。言葉だけでは伝わりにくい事

柄を正確に伝達できるということになりま

す。逆に消防指令のほうからも、通報者に対

しまして、応急手当ての方法などを動画で送

ることも可能となっており、効果的な救急救

命活動につながる取組と期待しております。 

 右側は、災害避難者支援の実例としまし

て、八代市の取組を記載しております。 

 避難所運営におきましては、様々な情報を

効率的に集約するということが課題となりま

すが、この八代市の取組におきましては、避

難所への入退出状況ですとか避難者の健康状

態、あるいは必要な支援物資の把握などをオ

ンラインで集約するスマート避難所システム

の導入を進めておられます。 

 (2)の取組概要にありますように、ＱＲコ

ードで避難所の入退出を把握しながら情報を

一元的に集約することで、避難所生活の質の

向上と避難所運営の効率化につなげる、そう

いった取組にしてまいりたいと考えておりま

す。 

 ７ページをお願いいたします。 

 このページでは、医療、健康づくりの課題

への対応をまとめております。 

 左側は、健康状態の可視化の事例として、

荒尾市の取組を記載しております。 

 (2)の取組概要のとおり、日々の健康デー

タをスマホのアプリで管理する電子版あらお

健康手帳やＡＩが疾病リスクを予測する健康

予測シミュレーションなどにより、市民の健

康状態を可視化する取組になっています。適

切な助言とともに、健康づくりへのクーポン

も付与することで、市民の行動変容、ひいて

は、健康増進、健康寿命の延伸につなげるも



第５回 熊本県議会 地域活力創生特別委員会会議記録（令和６年２月22日) 

 - 4 - 

のとなっております。 

 ページ右側は、過疎地におけます地域医療

の充実の事例としまして、小国郷公立病院組

合の医療診療車、いわゆる医療ＭａａＳの取

組を記載しております。 

 この取組では、写真の一番下にございます

医療機器を搭載したオンライン診療車を運用

いたします。 

 (2)の取組概要にありますとおり、看護師

が乗りまして公民館などを巡回します。病院

にいらっしゃる先生が遠隔で診療するという

仕組みになっております。高齢者の通院負担

などを軽減しながら、医療機関や移動手段が

減少していく地域において、医療の充実につ

なげる取組となっております。 

 ８ページをお願いいたします。 

 このページでは、交通の課題への対応をま

とめております。 

 ページの左側では熊本市、右側では天草市

栖本地域におけるＡＩを活用しました乗り合

いタクシーの取組を記載しております。 

 熊本市におきましては、公共交通の不便地

域、天草市栖本地域におきましては、路線バ

スの廃止地域において、公共交通を補完、代

替するものとして導入されているものです。 

 いずれも、利用者の乗車、それから降車、

降りられる場所の予約に応じまして、ＡＩが

最適なルートを選んで効率的に送迎するとい

う取組になっております。 

 ９ページをお願いいたします。 

 このページでは、市町村におけます窓口な

どのサービスの利便性向上の対応を記載して

おります。 

 ページ左側は、公共施設の利用の事例とし

て、阿蘇市の取組を記載しております。 

 これは、グラウンドあるいは体育館などを

利用する際に、暗証番号で鍵を開けますスマ

ートロックシステムと呼ばれる仕組みになり

ます。取組の概要のとおり、施設の利用を予

約した際にメールで暗証番号が付与されまし

て、この番号を使って施設の鍵を開けるとい

うことになりますので、利用者は、事前ある

いは事後の鍵の受渡しというのが不要となっ

ております。 

 右側は、窓口サービスなど、行政手続にお

ける利便性向上の事例として、氷川町の取組

を記載しております。 

 デジタル完結による書かない、行かない、

待たせない行政サービスに向けまして、手続

のオンライン化、キャッシュレス決済、コン

ビニ交付などを一体的に推進する取組となっ

ております。 

 以上、本日御説明したもの以外でも、各市

町村におきまして、地域課題へのデジタル技

術の活用の動きが活発化しております。 

 県としましては、引き続き、積極的に支援

を行ってまいりたいと考えております。 

 10ページをお願いいたします。 

 最後に、今後の取組の方向性について御説

明いたします。 

 まず、現在の状況です。 

 県では、全庁的にデジタル化施策を展開し

ておりまして、現在の情報化推進計画の関連

事業が、令和５年度には、令和３年度と比較

しまして1.7倍に大きく増加しております。 

 また、くまもとＤＸ推進コンソーシアムの

会員数も増加しており、企業、団体における

ＤＸの関心も高まっております。 

 引き続き、人材不足などの地域課題の解決

に向け、県全体で、デジタル化、ＤＸをさら

に推進することとなりますが、そのために

は、デジタルを活用した行政の業務の効率化

はもちろん、県施策の幅広い分野へのデジタ

ルの活用、さらには民間事業者、市町村への

デジタル化、ＤＸ支援も積極的に行うことが

重要と考えております。 

 今年度で終期となります熊本県情報化推進

計画の次期計画の策定を視野に、デジタルデ

ータの活用やＡＩなど新技術の活用にも力を

入れながら、引き続きＤＸの推進の取組を強
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化してまいります。 

 デジタル戦略推進課は以上です。 

 

○久保田地域振興課長 地域振興課でござい

ます。 

 移住定住等関係について御説明させていた

だきます。 

 資料の12ページをお願いいたします。 

 近年の移住、定住を取り巻く状況について

でございます。 

 まず、このページは、本県が設置しており

ます移住相談窓口における移住相談件数でご

ざいます。上段の枠内に記載しておりますと

おり、１月末時点で2,776件となっておりま

す。過去最高の相談件数となった昨年度の2,

993件を上回るペースで推移しております。 

 移住先としての熊本への関心は、着実に高

まっているものと認識しているところでござ

います。 

 13ページをお願いいたします。 

 総務省が毎年公表しております住民基本台

帳人口移動報告による本県と県外との間、国

内間での転入・転出、いわゆる社会増減の推

移でございます。 

 ６月の本委員会におきまして、令和４年ま

での実績を報告させていただいており、今

般、令和５年の実績が公表されたところでご

ざいます。令和３年は650人、令和４年は377

人の転出超過と、社会減ではあるものの、改

善傾向にありましたが、令和５年は残念なが

ら1,624人の転出超過と、社会減が拡大、悪

化しているというところでございます。 

 全国的には、東京圏の転入超過が前年から

３割近く増加しておりまして、報道では、東

京一極集中が再び強まっているとされており

ます。しかしながら、本県の場合は、全国的

な傾向と異なっておりまして、東京圏への転

出超過は58人の増加にとどまっております。

一方で、福岡県への転出超過が177から889へ

と、712人の増加でございまして、また、大

阪圏への転出超過も239人増加しているとい

う状況でございます。 

 続きまして、14ページをお願いいたしま

す。 

 13ページ同様に、社会増減の推移をグラフ

にしたものでございますが、熊本県人口推計

を基に、国外との転入・転出まで含めたデー

タでございます。 

 ＴＳＭＣの本県への進出が発表された令和

３年までは、転出超過、社会減でございまし

たが、令和４年に転入超過、社会増へと転換

いたしまして、令和５年は、さらに転入超過

が拡大しているという状況でございます。 

 13ページのグラフでは、国内に限ります

と、転出超過が拡大しておりますが、コロナ

の感染拡大前は3,000人台の転出超過でござ

いました。現在、その半分程度にとどまって

おりますので、まさに今が熊本への人の流れ

を強くするチャンスと考えているところでご

ざいます。 

 続きまして、15ページをお願いいたしま

す。 

 そうした中で、本県の移住定住推進本部で

は、上段に記載のとおり、都市部の若年層を

ターゲットに、熊本への人の流れを加速化す

るという基本方針の下、各種取組を進めてお

ります。 

 主な取組について御報告させていただきま

す。 

 16ページをお願いいたします。 

 左側、くまもとの女性活躍促進事業では、

様々な角度から男女共同参画を考えるフォー

ラム、ヒゴロッカサミット2023を12月に開催

するとともに、県内で活躍する女性の働き方

などを紹介する熊本県版女性ロールモデル動

画を昨年11月から配信することで、女性が活

躍できる魅力ある熊本を発信しているところ

でございます。 

 右側、復旧・復興首都圏等広報強化事業で

は、デジタルプロモーションアドバイザーを
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起用し、ＳＮＳ広告の受け手の段階に応じて

内容の異なる広告を発信することで、効果的

な情報発信を行っているところでございま

す。 

 17ページをお願いいたします。 

 左側、都市圏プロモーション事業では、都

市部をターゲットとしまして、熊本への移住

の認知度向上を図るため、ＪＲ山手線をはじ

め、東京、大阪、福岡の中心部を走る電車に

熊本の魅力を紹介する広告を掲載しました。

あわせて、東京駅、大阪駅、博多駅など、３

都市圏の42か所の主要な駅で1,000面以上の

デジタルサイネージに広告を表示したところ

でございます。 

 右側、移住体験ツアーでは、移住を検討さ

れている都市部にお住まいの方を対象にしま

して、県内５つのコースに分けて移住体験ツ

アーを実施しているところでございます。イ

ンフルエンサーやメディアの方にも参加して

いただきまして、記事の掲出などを通じた熊

本への魅力発信も併せて行っていくこととし

ております。 

 18ページをお願いいたします。 

 左側、関係人口創出支援等補助金では、各

市町村の特色ある関係人口創出の取組等に対

する支援を行っているところでございます。 

 右側、空き家バンクプラットフォームで

は、昨年４月の運用開始以降、アクセス数は

今年１月までの10か月間で６万件を超えてお

ります。毎月30件程度の問合せが寄せられて

おりまして、29件の成約につながったという

ところでございます。 

 続きまして、19ページをお願いいたしま

す。 

 左側、くまもと移住アンバサダーは、Ｕタ

ーンなどで本県に移住された著名な４組の方

に先日就任していただいたところでございま

す。熊本に移住された経験を基に、当事者な

らではの視点で熊本の魅力を発信していただ

くことで、関係人口や移住者の増加につなが

ることを期待しております。 

 右側、ゲームとのコラボでは、バンダイナ

ムコスタジオが制作するゲーム、サバイバル

クイズシティおまつり編の中で、３月１日か

ら28日までの期間限定で、くまモンですとか

県内の観光地に関するクイズ100問以上を出

題するほか、県にゆかりのある20種類以上の

コラボアイテムが使用できるようになるとい

うものでございます。 

 続きまして、20ページをお願いいたしま

す。 

 令和６年度の骨格予算案の中での主な取組

でございます。 

 左側、移住定住・ＵＩＪターン就職支援の

相談窓口の設置では、移住定住支援とＵＩＪ

ターン就職支援の相談窓口を一本化した相談

体制を構築いたします。これまで以上に連携

を強化しまして、移住から就職までの相談を

ワンストップで行うことで、効果的、効率的

な相談対応を図ってまいります。 

 右側、移住相談会の開催では、引き続き、

東京、大阪、福岡をターゲットに、市町村と

連携を図りながら相談会を開催してまいりま

す。 

 最後に、21ページをお願いいたします。 

 左側、移住定住ポータルサイトのリニュー

アルでは、移住希望者が求める情報に簡単に

アクセスできるよう、３月下旬の運用開始に

向けてリニューアルを進めているところでご

ざいます。移住相談の即時予約機能やおスス

メ地域診断機能を追加するなど、さらなる利

便性の向上を図っているところでございま

す。 

 右側の上段のラブくまプロジェクトでは、

20万人を超える登録者の皆さん方に公式ＬＩ

ＮＥを通じた情報発信等を行ってまいりま

す。 

 右側の下段、「くまラバ！」高校卒業生向

けの情報発信では、この春高校を卒業する高

校生をメインターゲットに、今月１日からＬ
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ＩＮＥを活用した情報発信を開始したところ

でございまして、引き続き情報発信し、ユー

ザーが登録した興味、関心に合わせた情報を

お届けすることで、高校卒業後も熊本とのつ

ながりを持ち続けていただき、将来のＵター

ンにつなげていきたいと思っております。 

 今後も、市町村や関係機関とも連携を図り

ながら、人の流れを加速化し、移住、定住を

推進してまいります。 

 地域振興課からは以上でございます。 

 

○櫟本観光国際政策課長 観光国際政策課で

ございます。 

 資料は、22ページから41ページとなります

が、まず、23ページをお願いいたします。 

 こちらには、本日の説明項目を記載してお

ります。 

 ＴＳＭＣ進出に係る県内波及効果につきま

して、県内各地域への台湾からの誘客、ビジ

ネス交流の推進、国際交流の推進という３つ

の観点から説明してまいります。 

 第１の観点、県内各地域の台湾からの誘客

について説明します。 

 24ページをお願いいたします。 

 まず、インバウンドの促進について、現状

と経緯を説明します。 

 グラフは、本県における訪日外国人延べ宿

泊者数で、国、地域別に積み上げたもので

す。グラフの中央、平成30年には、過去最高

値でございます年間101万人を記録しまし

た。その右隣が令和元年のもので、年間93万

人となっております。台湾の文字を赤丸で囲

っておりますが、令和元年の台湾は年間約21

万人泊となっており、韓国に次いで２番目に

多く、本県インバウンドの主要マーケットと

なっております。 

 右端の令和５年のグラフは、直近の11月ま

での合計の速報値ですが、韓国、台湾、香港

を中心に、コロナ禍で大きく落ち込んだ宿泊

者数が大きく回復しております。 

 25ページをお願いいたします。 

 左側のグラフは、県内宿泊施設への台湾か

らの延べ宿泊者数を月別に表したものです。 

 令和５年６月以降伸びておりますが、この

背景には、水際対策の終了やＴＳＭＣの進出

効果、熊本─台北線の就航、それに加え、こ

れから御説明する本県における様々な取組の

効果があったものと考えております。 

 右側のグラフは、台湾からの令和５年の延

べ宿泊者数をコロナ前の令和元年の同時期と

比較した回復率を表しております。全国は

青、九州の平均値はオレンジの線となってい

ますが、コロナ前までは、この数字が戻って

おりません。赤の線が本県となりますが、本

県は、10月にコロナ前の水準に並びまして、

11月にはコロナ前の水準を上回り、他県より

も順調に回復していることが数字にも表れて

おります。 

 26ページをお願いいたします。 

 ここから、インバウンドの促進に係る今年

度の具体的な取組について御説明します。 

 まず、観光レップという本県の観光セール

ス等を行う現地代理人を台北市に設置しまし

て、台北の旅行会社へのセールス活動や商談

会の開催、多様なメディアでの情報発信等を

行っております。情報発信では、台湾でも人

気の高いくまモンを積極的に活用していま

す。 

 27ページをお願いいたします。 

 台湾からの教育旅行の受入れを強化するた

め、専門の相談窓口を設置し、本県ならでは

の学習プログラムや行程の提案を行うととも

に、県内の学校との交流のマッチングを支援

しております。下の四角囲みに事例を記載し

ておりますが、相談窓口の支援による受入れ

事例として、台湾・高雄市の小学校が、先月

本県を訪問いたしまして、山鹿市内の小学校

と交流を行いました。窓口には、これ以外に

も台湾の学校からの交流希望の相談が寄せら

れています。 
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 右側の円グラフは、県内の学校に対するア

ンケート結果ですが、台湾の学校との交流を

行う意向がある学校が44校ありました。 

 引き続き、マッチング等に取り組み、教育

旅行の増加につなげてまいりたいと思いま

す。 

 28ページをお願いいたします。 

 台湾からの旅行商品の造成、販売等への支

援についてでございます。 

 県内での滞在時間や宿泊日数を増加させる

ため、２泊以上の宿泊を伴う旅行商品に対し

て補助を行っております。一番下に記載して

おりますが、１月17日時点で、台湾旅行会社

35社から、約１万7,700名分の利用について

申請を受け付けております。 

 次に、29ページをお願いいたします。 

 アウトバウンドの取組について説明させて

いただきます。 

 ①熊本─台北線の利用促進では、団体で利

用する方への助成や台湾をより知ってもらう

ためのプロモーション等を行っています。 

 ②の若者のアウトバウンド推進では、県内

在住の学生が初めて海外渡航する際のパスポ

ート取得費用の助成、また、海外へ修学旅行

に行く学校が事前視察をする際の費用の助成

を行っております。 

 ③グローバルジュニアドリーム事業では、

令和５年８月に、県内の小中高生を台湾・高

雄市に派遣いたしまして、現地の学生との交

流やＴＳＭＣ付設の博物館での研修などを行

いました。 

 今後も、関係部局間の連携を強化して、イ

ンバウンド、アウトバウンドの双方から取組

を進め、県内経済の活性化、航空路線の利用

促進、そして相互の交流につなげてまいりた

いと思います。 

 続いて、第２の観点でございますビジネス

交流の推進について説明させていただきま

す。 

 30ページをお願いいたします。 

 (1)日台間のビジネス交流・連携の推進に

ついてです。 

 ＴＳＭＣ進出決定後、商工団体や企業間で

の交流の動きも活発化してまいりました。 

 現状、経緯には、県主体の取組や県が支援

した団体の取組を中心に、主立ったものを記

載しております。 

 令和４年８月の県と対日産業連携推進オフ

ィスとの連携協定締結を皮切りに、令和５年

３月には、商工会議所連合会、商工会連合会

と台北市進出口商業同業公会との経済交流覚

書締結、今年度に入ってからも、６月に、県

内経済５団体と中華民国三三企業交流会、台

日商務交流協進会との業務協力覚書締結など

の動きが相次いでおります。 

 県としては、こうした動きを推進し、双方

の商工団体や企業がビジネス交流の展開を通

じて相互に互恵的な関係が構築できるよう、

取組を進めてまいります。 

 31ページをお願いいたします。 

 日台商工団体、企業間の経済交流を推進さ

せる取組については、中ほどに記載しており

ますが、商工団体による台湾からのインター

ンシップ受入れや商談会開催の取組を後押し

するための支援、そしてセミコン台湾への出

展、台湾のスタートアップ企業を招いての交

流会の開催などを行っております。また、来

週２月の28、29日のくまもと産業復興エキス

ポの開催に当たりましては、台湾の企業等に

も呼びかけまして、約30の団体が出展される

ことになりました。 

 32ページをお願いいたします。 

 ビジネスサポートデスクについてでござい

ます。 

 熊本─台湾間の経済交流や双方向の企業進

出の意欲が高まる中で、それに伴う様々な相

談に対応するため、令和５年７月に台北に設

置したものです。 

 これまでに受けた相談は、台湾市場におけ

る商品のニーズの相談、商習慣やビジネスマ
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ナーの講演の依頼、台湾での視察先候補の相

談など多岐にわたり、１月末時点で延べ158

件の相談に対応しております。台湾の企業や

団体からの相談にも応じられる窓口になって

います。 

 今後も、双方向のビジネス交流の後押しを

してまいります。 

 33ページをお願いします。 

 (2)輸出拡大、国際物流の強化について説

明します。 

 台湾への輸出に関しては、右のグラフにご

ざいますとおり、令和２年度以降、農畜産物

の輸出が大幅に増加しております。農畜産物

の分野においては、国、地域別の輸出額で

は、台湾が１位となっております。 

 また、貿易振興において重要な要素でござ

います海上輸送、航空輸送につきましては、

令和３年１月には、八代港と台湾とを結ぶ国

際コンテナ定期航路が就航、また、阿蘇くま

もと空港についても、現行の航空貨物の上屋

において、航空会社等による通関体制の整備

が完了し、令和５年12月から恒常的に国際航

空貨物を輸送することが可能となっておりま

す。 

 34ページをお願いいたします。 

 ＴＳＭＣ進出を契機にしまして、さらなる

輸出拡大に向け、３つの施策を展開しており

ます。 

 左側でございます。 

 輸出産地の形成については、生産者や農業

団体、流通事業者、県などで輸出推進体制を

構築しました。台湾で人気のイチゴにつきま

しては、台湾向けの生産方法への転換に取り

組んでおります。 

 中央の事業者の伴走型支援については、今

年度から輸出の専門家を配置しまして、支援

を希望する事業者の輸出ステージに応じて伴

走支援を行っております。新たに輸出に取り

組む事業者向けにハンドブックも整備してい

るところです。 

 右側、フェア等での取引機会の創出につい

ては、台湾バイヤーとの商談会を通じて選定

された県産品を販売するくまもとフェアを、

令和５年８月に台北市及び桃園市で開催しま

した。 

 また、資料に掲載しておりませんが、この

ほかにも、今年１月には、高雄市でも熊本フ

ェアを開催しております。 

 35ページをお願いいたします。 

 国際定期コンテナ航路が就航している八代

港及び熊本港について、新規航路開設や既存

航路の拡充を促進しています。 

 今年度の取組としては、国内外の船社に対

して積極的な働きかけを行うとともに、新規

航路の開設等を行う船社に対する助成を行い

ました。その成果として、半導体関連産業の

集積等の影響もあり、八代港においては、台

湾航路が隔週運航から毎週運航となり、さら

に、１航路で２回寄港するダブルコールも再

開され、輸入にかかる所要日数が９日から５

日と大幅に短縮されました。 

 また、熊本港においても、神戸港との間で

定期の国際フィーダー航路が就航し、これま

での釜山港に加え、神戸港を経由した輸出入

が可能となるなど、両港の利便性が向上いた

しました。 

 半導体関連産業の集積に伴いまして、建材

や設備、半導体製造に用いる化学品等の輸入

の増加が見込まれます。こうしたニーズに対

応できるよう、今後も国際物流の強化を図っ

てまいります。 

 最後の第３の観点、国際交流の推進につい

て説明します。 

 36ページをお願いいたします。 

 多文化共生の推進や受入れ環境整備、外国

籍児童の受入れ等も含めて説明してまいりま

す。 

 令和５年８月から９月にかけまして、ＴＳ

ＭＣ出向者及び御家族が来熊されており、最

終的に約750人が熊本で生活されると伺って
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おります。 

 中央の表は、法務省が発表いたします在留

外国人数をまとめたものですが、令和５年６

月時点での本県における在留外国人は２万2,

318人で、過去最高を記録しております。 

 県民に占める外国人の割合は1.3％となっ

ております。このうち台湾の方は、６月時点

で511人ですが、ＴＳＭＣ出向者等が転入さ

れることで、この数値はさらに増加する見込

みでございます。 

 こうした中で、外国人と地域住民が安心し

て働き、暮らすことのできる環境づくりを推

進するとともに、こうした動きを契機に、国

際交流のさらなる広がりや県民の国際感覚の

醸成を図るための取組を進めています。 

 37ページをお願いいたします。 

 多文化共生の具体的な取組として、台湾の

方への生活サポートを充実させるため、令和

５年８月から台湾相談ホットラインを設置し

ました。ＬＩＮＥでも相談を受け付けており

まして、熊本での暮らしやお子様に関するこ

となど、１月末時点で52件の相談に対応しま

した。 

 38ページをお願いいたします。 

 ②について、市町村が在住外国人との共生

を進める上での課題の把握、共有や解決策を

協議する場として、外国人受入連絡協議会の

設置支援を行っておりまして、独自に設置し

た長洲町をモデルケースとして、阿蘇市、菊

陽町、大津町、南阿蘇村、合志市が協議会を

設置しました。 

 ③について、地域住民と在住外国人がやさ

しい日本語での会話を通じて互いに交流する

地域日本語教室の設置を市町村に対して支援

しております。オンライン初級日本語教室も

実施しているところです。 

 ④外国人のための生活ガイドブックの改訂

も行っており、台湾で使用される繁体字をは

じめ、現在10の言語に対応しています。 

 39ページをお願いいたします。 

 ⑥でございますが、ＫＵＭＡＭＯＴＯ台湾

祭は、県民の皆様向けに実施した台湾の食や

文化を知っていただくためのイベントでござ

いまして、約７万3,000人に御来場いただき

ました。 

 ⑧ですが、台湾の漫画家３名と熊本の漫画

家が共に漫画で分かりやすく互いの文化の違

いを発信するという熊本らしい取組も行いま

した。 

 さらに、⑨につきましては、ＴＳＭＣ出向

者など、熊本在住の外国人向けに県内周遊モ

ニターツアーを実施しています。人吉・球磨

や天草、八代のコースを含む６コースを造成

しておりまして、これをきっかけに県内の様

々な地域の魅力を知っていただくとともに、

次の旅行の機会の創出につなげてまいりたい

と思います。 

 40ページをお願いいたします。 

 外国籍の児童生徒の皆さんの受入れ推進に

ついてでございます。 

 ＴＳＭＣの進出決定後、外国籍の子供が安

心して生活ができる教育環境を整備するため

の取組を進めています。 

 今年度は、ＴＳＭＣ出向者とその御家族の

来熊時期に合わせ、教育機関と連携し、環境

整備を進めてまいりました。 

 １つ目の丸ですが、公立学校につきまして

は、教員、支援員の配置等の受入れ体制を充

実させ、私立学校においては、国際的な教育

環境の整備に対する支援制度を新たに創設し

ました。 

 ２つ目の丸ですが、ＴＳＭＣともしっかり

連携を取りながら、９月には、公立学校、ル

ーテル学院高校、熊本インターナショナルス

クールにおいて受け入れることができまし

た。 

 ３つ目の丸ですが、今年４月には、新たに

ルーテル学院インターナショナルスクール小

学部が開校となるほか、熊本大学教育学部附

属学校での外国籍の子供の受入れに向けた検
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討が進んでいます。 

 引き続き、教育環境の整備を推進していく

とともに、県内の子供たちのグローバルマイ

ンドの醸成にもつながるよう、外国籍の子供

たちと日本の子供たちの交流等の取組を推進

してまいります。 

 そして、最後のページでございます。 

 41ページをお願いいたします。 

国際交流の推進につきましては、これま

で、県と熊本市が台湾・高雄市と友好交流協

定を締結し、交流を続けてまいりました。 

 コロナ禍でかなわなかった相互訪問も昨年

度から再開し、①の１つ目の丸にありますよ

うに、今年度は学校間交流も活発に行われて

います。 

 また、次の丸のとおり、令和５年12月に

は、熊本と台湾との交流を進める県議会議員

の会の皆様が高雄市を訪問されまして、市長

及び市議会を表敬訪問し、友好を深められま

した。来週の産業復興エキスポには、高雄市

の副市長訪問団が来熊されることになってお

ります。 

 ②にございますように、県内市町村と台湾

自治体との友好提携の動きも活発化しており

まして、県としても、こうした動きを後押し

し、さらなる国際交流を促進してまいりま

す。 

 説明は以上でございます。 

 

○橋口海平委員長 以上で執行部からの説明

が終わりましたので、質疑に入りたいと思い

ます。 

 まず、デジタル田園都市国家構想に関する

件で、ＤＸの推進と移住、定住の推進につい

て質疑を行います。 

 質疑はございませんか。 

 

○立山大二朗委員 ＤＸのほうで御説明いた

だきましたが、自治総研のランキングです

ね。自治体ＤＸランキングというので熊本県

が39位ということで、なかなか厳しい数字が

出ていました。ほかのランキングではもうち

ょっと上位のものもあったりするんですが、

特に、やはり行政手続のＤＸ化が、ほかの県

に比べて、まだちょっと遅れている段階にあ

るのではないかという指摘もあるようです。 

 いろんな形で今進めていらっしゃいます

が、行政手続のＤＸ化に関しては、今後どう

いった動きがあるのかをお聞かせいただきた

いと思います。 

 

○受島デジタル戦略推進課長 デジタル戦略

推進課でございます。 

 御質問いただきました県の行政手続のＤＸ

化についてでございますが、市町村様も同じ

なんですが、まず、県でいくと、県庁にお見

えにならないで手続が済む、支払いも済むと

いうことが非常に大事なことかなと思ってお

りまして、その意味では、行政手続のオンラ

イン化というのを中心に今進めております。 

 具体的には、申請件数が多いもの、特に年

間200件を超えるような手続を中心に進めて

おり、200件以上の取組になりますと、全体

の申請件数の大体９割以上を占めますので、

ほぼカバーされていくのかなと思っていま

す。 

 令和７年度までを一つのターゲットとしま

して、これら全てをオンライン化手続に移行

させるという中で、今のところ課題となって

おりますのが、例えば、県独自で終わらない

もの。具体的に言うと、市町村を経由して県

に上がってくるものですとか、あるいは指定

管理のように民間の委託先を通じて上がって

くるものについて、ここをどうしていくのか

ということが１つ。それともう一つは、これ

まで収入証紙でいろいろ手数料をお支払いい

ただいていたものを、オンラインにしたとき

に、どうしていくのかと、この２つが大きな

課題となっておりますが、今年は、まず市町

村、それから民間企業を経由して出てくるも
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のについて、デジタル戦略局のほうから幾つ

か他県の手法等も御提示する中で、大体乗り

越えられそうだなというところまで来ており

ます。 

 それと、キャッシュレス。今収入証紙でし

ている部分につきましても、現在、財務会計

システムの見直しも県のほうで行っておりま

すので、そこと合わせる形で、令和７年度ま

でに全面的にキャッシュレスに移行できるよ

うに取り組んでまいりたいと考えておりま

す。 

 こういったことを通じまして、住民の利便

性を高めていくという観点で、行政手続につ

いてもＤＸを進めてまいりたいと考えており

ます。 

 以上でございます。 

 

○立山大二朗委員 御説明ありがとうござい

ます。 

 大変分かりやすい御説明で、実際、自治体

間だったりとか民間等のシステムをつなげて

いくところで、非常に課題もいろいろあろう

かと思います。また、キャッシュレスのとこ

ろも、本当に世の中自体がキャッシュレスが

随分進んできて、住民の方の理解も進みやす

い環境が整ってきているんじゃないかなと思

います。前のめりが何でもいいわけではなく

て、技術革新も今本当に進んでいますから、

いい状況下でＤＸが進められる環境が整いつ

つあるのかなと思うんですね。 

 ですので、特に行政ＤＸのところは、役所

に来なくても済むというところも含めて、ま

た、コロナ禍以降のリモートワークだったり

とか、そういったところも非常にマッチング

するところが多かろうと思いますので、引き

続き、課題の洗い出しと、あと対応のところ

もお願いしたいと思います。 

 以上です。 

 

○橋口海平委員長 ほかにございませんか。 

 

○楠本千秋議員 移住、定住、17ページで、

体験ツアー第１弾が、２月19、20、21と、昨

日まであっていますが、県央、県南、天草コ

ース、その状況をお知らせください。 

 

○久保田地域振興課長 地域振興課でござい

ます。 

 今委員から御質問がありました第１弾は、

19日から昨日まで、県央、県南、天草で実施

しまして、コース別に行きますと、県央コー

スは22名の方に御参加いただきました。県南

コースが残念ながら少し少なくて13名の方、

それから、天草のほうは34名の方に御参加い

ただいたところでございます。 

 来週、県北と阿蘇のほうを予定しておりま

す。阿蘇のほうは40名を超えてまして好調で

ございますが、県北のほうは今20名弱、18名

ほどというところでございますので、引き続

きてこ入れをしたいと思っております。 

 以上でございます。 

 

○楠本千秋議員 昨日、県南、天草は、かな

りの雨が降って、その辺は大丈夫だったんで

すか。 

 

○久保田地域振興課長 地域振興課でござい

ます。 

 昨日は、あいにくの雨だったんですが、お

とといは天気がよかったので、例えば天草で

すと、コースの中にイルカウォッチングも組

み入れていたりしていたのですが、その辺り

は予定どおり実施できましたし、室内でのい

ろんな先輩移住者との懇談とか、そういった

ものも入れておりましたので、天気が悪い中

でも、ある程度目的としていた部分はできた

のかなと思っております。 

 

○楠本千秋議員 ありがとうございました。 
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○橋口海平委員長 久保田課長、今ので来た

方の反応とかそういうのも、ぜひお願いしま

す。 

 

○久保田地域振興課長 地域振興課でござい

ます。 

 夕食時に、先輩移住者との懇談あたりも入

れていたので、実際そういったお話ができた

というのは非常に参考になったというところ

はございました。ただ、いろんなコースを回

りながら行政の施策も丁寧に御説明していた

んですが、同じような施策もあるため説明が

かぶる部分もあったので、その辺りは今後改

善の余地があるかなと思っているところでご

ざいます。 

 以上でございます。 

 

○橋口海平委員長 ありがとうございます。 

 ほかにございませんか。 

 

○内野幸喜委員 すみません。同じく移住、

定住のところで、13ページと14ページです。 

 国内間の場合は転出超過幅が拡大、Ｒ４年

の場合は、もう少しで転入超過になりそうな

状況だったのが拡大したと。国外間も含める

と、転入超過幅がさらに拡大した。これはＴ

ＳＭＣ効果だと思うんですが、今人手不足の

問題もありますので、例えば今後、移住、定

住に関して、海外の方も視野に入れてやるの

か。例えば、多言語でそういったこともリリ

ースしていくのかとか、その辺の考えという

か、どういう方向に考えているのか教えてい

ただければなと。 

 

○久保田地域振興課長 地域振興課でござい

ます。 

 今、現状は、先ほど15ページのほうで申し

上げましたが、都市部、主に東京、大阪、福

岡、そういったところをターゲットにして、

そこの若年層をターゲットに人の流れを呼び

込みたいというところで取り組んでいるとこ

ろでございます。海外という部分につきまし

ては、もちろん海外からも入ってきていただ

きたいとは思っておりますが、今のところま

だ国内の都市圏をターゲットにしているとい

う状況でございます。 

 

○内野幸喜委員 海外については、例えば特

定技能とか技能実習は別として、台湾の方に

ついては、こうやってＴＳＭＣも進出して関

連企業も来るわけです。例えば経済界の中で

は、いろんなインターンとかも実際受け入れ

ているところもありますので、そういった台

湾向けの移住、定住とかというのも、私は、

力を入れていいんじゃないかなと思います。 

 実際、さっき言いましたけれども、商工会

議所とか、そういう取組をやっている企業も

ありますので、そこに加入している企業とか

――その辺は、今後はどうなのかなと。もう

繰り返しになりますけれども。 

 

○久保田地域振興課長 地域振興課でござい

ます。 

 熊本の情報発信のツール、コンテンツとい

うのはございますので、あとはそれを多言語

化していくというところになっていくかと思

います。あと、直接行政じゃなくても、いろ

んなインフルエンサーとか個人で情報発信し

ていただける方とかもいらっしゃるので、そ

の辺りは、どうやって海外のほうに情報発信

していくかというのは、今後しっかり検討さ

せていただきたいと思います。 

 

○内野幸喜委員 今度２月の28、29にエキス

ポもやりますので、そういった機会を見計ら

って、ぜひ熊本のことも――台湾の企業も来

るわけですから、ブースを出展するわけです

から、そこもＰＲしてほしいなと。これはも

う要望で。 
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○城下広作委員 ちょっと確認です。 

 この６ページのLive119、これは、私、熊

本市民ですが、こういうようなことがあって

いるのは知らなかった。これは実際に運用と

いうのは結構されているんでしょうね。熊本

市に聞かないと分からんかもしれぬが、状況

が分かれば……。 

 

○受島デジタル戦略推進課長 デジタル戦略

推進課でございます。 

 この熊本市の取組は、令和５年の５月から

運用が開始になっておりまして、熊本市――

申し訳ございません。具体的な今の稼働率だ

とか、その辺りについては確認しておりませ

んが、機器の内容ですとか、あるいは約１年

近くたつということから考えますと、それな

りに運用されているのではないかと考えてい

るところでございます。 

 申し訳ございません。以上でございます。 

 

○城下広作委員 熊本市以外で、県下でどこ

かでやっているところというのはあるんです

か。 

 

○受島デジタル戦略推進課長 119番通報に

ついては、ほかに聞いたことはないのです

が、このLive119という取組そのものが、全

国的にいろんなところで展開されている取組

となっております。それから、同じようなシ

ステムは、せんだっての本会議でも取り上げ

てございましたが、警察本部のほうでも同じ

ような取組がなされております。 

 110番、119番、いずれも電話の口頭だけだ

となかなか伝わりにくいようなものを、映

像、それから画像で送るということは、これ

からも有効な手段になってまいりますので、

ほかの消防本部等に展開していく余地が高い

のではないかと考えているところでございま

す。 

 以上です。 

 

○城下広作委員 全くそうだと思います。や

はり音声だけのやり取りだと相手の状況が分

からないし、患者なんかも映像を見せると、

どういう状態かという――非常に適切なアド

バイスができやすくなるんじゃないかという

こと。 

 また警察なんかは、現場の状況、例えば事

故の状況とかを映像で見せると、どういう対

応をすればいいかとか、早く判断をするとい

うような形になるから、すばらしいなと思い

ますので、しっかりと進めていただければと

いう要望でございます。 

 

○橋口海平委員長 ほかにございませんか。 

 

○岩本浩治委員 ５ページです。 

 ５ページの産学連携によるＤＸ推進で、こ

れは学園大学との連携と書いてありますが、

県立大学があるわけです。県立大学も、この

ような感じでされているのか、されてないの

か。されているのであれば、学園大学とちょ

っと違うようなＤＸ推進を進めているのか、

お聞きしたいんですが。 

 

○受島デジタル戦略推進課長 デジタル戦略

推進課でございます。 

 今お尋ねの県立大学との関係におきまして

は、昨年度、熊本県立大学、熊本大学、それ

から東海大学が連携した人材育成プログラム

の取組が進んでおりまして、ＤＸ人材を育成

していこうという取組になっているんです

が、その際に、いわゆる地域が求めるＤＸ人

材とは何なのかということが非常にポイント

になるのではないかという視点の中で、そこ

に、県あるいは熊本県ＤＸ推進コンソーシア

ムを通じて、民間企業の望む人材像といいま

すか、そういったものをつないでいくという

取組を開始しているところでございます。 

 そのほかにも、県立大学には非常に情報系
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で強い先生もいらっしゃいますので、常に情

報交換しながら取組を進めているということ

で、今回たまたま、学園大学との連携協定の

取組を進めましたが、それぞれの強みを生か

しながら我々連携をさせていただければと考

えているところでございます。 

 以上でございます。 

 

○岩本浩治委員 学園大学さんの場合は、社

会人を対象としたデータもということであり

ますので、やはりこういうのも必要じゃない

かなと思うんです。ぜひ進めていただければ

と思います。 

 

○幸村香代子委員 12ページをお尋ねしたい

のですが、熊本の移住、定住に関しての相談

件数が非常に増えているということは、喜ば

しいことだと思っているのですが、この相談

が、結局、移住、定住につながった実績とい

うのが分かれば、お知らせいただきたいので

すが。 

 

○久保田地域振興課長 こちらの2,776とい

うのは、熊本、東京、大阪、福岡の相談窓口

の相談件数でございまして、実際の移住者数

につきましては、令和２年度以前が1,600人

ほどの移住者数でございましたが、これが、

３年度は、2,000人を超えまして2,025人とな

りました。資料の15ページでございます。申

し訳ありません。15ページの一番下のところ

に、熊本の人の流れを加速化というところで

書いておりますが、もともと目標設定をした

令和元年度が2,074人の移住者数でございま

したが、それを２年から５年の中で１万人の

移住者数をという目標を立てまして、それが

２年度が1,620人、３年度が2,025人、４年度

が2,315人ということで、移住者数の増加に

はつながっていっているという状況でござい

ます。 

 

○幸村香代子委員 ありがとうございます。 

 せっかく相談があったものが、やっぱりち

ゃんと移住、定住につながっていって、なお

かつ、それにつながらなかったものが、な

ぜ、相談あったけれども、何が課題だったの

かといったところも洗い出していただきなが

ら、さらに取組を進めていただければと思い

ます。よろしくお願いします。 

 

○久保田地域振興課長 委員御指摘のとお

り、相談を受けて、それから、その方のニー

ズに合った市町村を御紹介して移住につなが

ったという場合もあれば、御相談いただい

て、まだ何か移住した後の姿というか、イメ

ージがしっかりしてない、はっきりしない方

については、なかなか具体的な移住につなが

っていかないという部分もございます。その

辺りは御相談された方のニーズをしっかり踏

まえながら丁寧に対応していくことで、少し

でも移住者数の増加につながっていくように

と考えております。ありがとうございます。 

 

○橋口海平委員長 ほかにございませんか。 

 

○坂梨剛昭委員 資料17ページ、よろしいで

すか。 

 右側の移住体験ツアーとあるんですが、ま

さに昨日まで、県央、県南、天草コースで移

住の体験ツアーをされているということで、

第２弾が、25日から、県北・阿蘇コースとな

っております。 

 具体的に訪問先の例として書いてあるんで

すが、どのようなところをアピールしながら

回っていかれているのかということと、この

参加者人数というのは、今どのようになって

いるのかというのを教えていただけるでしょ

うか。 

 

○久保田地域振興課長 移住体験ツアーを単

なる観光旅行にならないように、市町村等の
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移住相談、支援施策の御紹介なども入れたり

とか、あるいは、コワーキングスペースの御

紹介とか、そういったところもやりつつ、そ

れら硬いところばっかりじゃなくて、少し楽

しいところ、魅力あるところもというような

部分も含めて御紹介しております。 

 そういう中で、例えば県北コースは、こち

らのほうの資料には入れておりませんでした

が、万田坑とかグリーンランド、この辺りは

通って見るだけですけれども、こういうとこ

ろもありますよというのを見せていったり、

あるいは、子供さん、子育て家庭向けには図

書館を御紹介したりとか、いろんなところを

組み合わせながら、実際に移住した場合に、

どういう住まい、暮らし方ができるかという

のをイメージしていただけるような形でコー

スを設定しているというところでございま

す。 

 参加者数につきましては、既に昨日までで

終わりました県央、県南、天草コースにつき

ましては、それぞれ県央が22名、県南が13

名、天草が34名で、来週予定しております県

北が18名、阿蘇が42名のお申込みをいただい

ているという状況でございます。 

 

○坂梨剛昭委員 説明ありがとうございま

す。 

 確かに、単なる観光みたいな形になるとよ

くないとも思いますし、移住してもらうため

には、より具体的に自治体のほうで、このよ

うなサービスとか、このようなコミュニケー

ションとか、都会では味わえないようなメリ

ット、また、そういった中でも、デメリット

もしっかり発信しなきゃいけない部分もある

のかなと思いますので、この移住体験ツアー

を通じて、それが移住につながるように、し

っかり取り組んでいただきたいと思います。

お願いします。 

 

○橋口海平委員長 ほかにございませんか。 

 

○溝口幸治委員 18ページの空き家バンクプ

ラットフォーム、令和５年４月１日から運用

開始ということですが、これは、物件情報と

かというのは、県内全ての町村が協力して、

それぞれの市町村からの提供になるんでしょ

うが、今、全部の町村と連携できているのか

どうか。できてなかった場合は、何件ぐらい

があって――これはアクセス数の推移からい

くと順調に伸びていますよということです

が、これをまたてこにして、それぞれの町村

がもし入ってなかったら働きかけることにな

るんだろうと思いますが、今後どういうふう

に活用するのかということをお聞かせいただ

きたいと思います。 

 

○久保田地域振興課長 地域振興課でござい

ます。 

 空き家バンクプラットフォームにつきまし

ては、委員御指摘のとおり、全ての市町村に

参加を呼びかけているところでございます

が、残念ながらまだ御参加いただけてないと

ころもございまして、ちょうど10市町村が不

参加ですから、35の市町村が参加していただ

いているというところでございます。 

 また一方で、県内の市町村でも、それぞれ

個別に既に空き家バンクを立ち上げられてい

るんですが、全てではございませんで、41の

市町村というところでございます。 

 その中で、４市町村は個別の空き家バンク

を持たれていないのですが、個別の空き家バ

ンクは持たずに県のほうの空き家バンクにだ

け登録されたようなところもございます。そ

ういった意味で、市町村のコストを下げなが

ら、空き家バンク、移住、定住の施策に向け

ていくというところにはお役に立てているの

かなとは思っております。 

 あとは、最終的な成約件数が29件というと

ころでございまして、そこが多いのか少ない

のかというところもございますし、あと純粋
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に市町村の空き家バンクで成約した分にプラ

スで乗ればいいんですが、食い合いになって

いる部分がないかとか、その辺りは１年目で

ございまして、どういった効果があったのか

なというのはしっかり見ながら、ＰＲですと

か、市町村との連携とか、いろいろ取り組ん

でいきたいと思っております。 

 

○溝口幸治委員 私もさっき見てみたんです

よ。多分、人吉市は協力してないというか、

入ってないのかなと思ったので、ほかのとこ

ろはどうかなと思ったんですが、この実績を

基にしっかり皆さん入ってもらって、やっぱ

り熊本県全体としてこういう活動をするとい

うのはいいことなので、ぜひ進めていただき

たいと思います。 

 先日、宅建の業界の方々と意見交換する場

面があって、いわゆる空き家はあるんだけれ

ども、貸せる状態にするというのに非常に大

変だということがありまして、その辺りの取

組は、それぞれの市町村とそれを持っている

所有者との話になってくるんでしょう。この

辺りって何か県は――いわゆる空き家情報に

なる手前のところですね。ここについては、

何か支援だとか、そういう情報だとか、市町

村との協力関係というのは、何かあるんです

か。 

 これはひょっとして、移住、定住の課じゃ

ないのかもしれないんですが、なかったらな

いでいいですけれども、そこの辺りもよく情

報収集して、この空き家物件の情報に載せら

れる状態にするにはどういう対策が必要かと

いうのも、ぜひ検討いただきたいと思いま

す。 

 これは、要望で結構です。 

 

○久保田地域振興課長 地域振興課でござい

ます。 

 委員御指摘のとおり、人吉市は参加されて

いないんですが、参加されてない理由もまち

まちでございまして、例えば、もう市町村の

空き家バンクのほうで十分対応できていると

いうような自治体さんもありますし、あるい

は移住施策に力を入れてなくても人口が増え

ているというような市町村さんも参加されて

いなかったりとか、あと災害からの復興関係

で、なかなかそこまで手が回らないというよ

うな、それぞれいろんな状況がおありでござ

いますので、引き続き参加を働きかけていき

たいと思っております。 

 あと、空き家の活用という部分につきまし

ては、市町村でも、空き家を活用するため

に、建築士とかそういった方々を使って、活

用に向けた勉強会といいますか、検討会とい

いますか、そういったことはやられています

ので、そういったところで私どもの補助金を

御活用いただいているケースなどはございま

す。そこはまた、それぞれの地域のニーズに

応じて、私どももサポートしていければと思

っております。ありがとうございます。 

 

○今福住宅課長 住宅課でございます。 

 今の地域振興課の件に少し付け加えさせて

御説明させていただきます。 

 空き家については、空き家バンクを各市町

村で運営をされておりますが、実際、各市町

村で空き家バンクに登録できるかどうかにつ

いては、各市町村がいろんな専門家の派遣を

されています。 

 その事業は、住宅課の事業を使って派遣を

されておりますので、そういうものを積極的

に活用していただくように、我々も市町村の

方にはお知らせをしていきたいと思っており

ます。 

 

○橋口海平委員長 ありがとうございます。 

 ほかにございませんか。 

 

○髙野洋介委員 確認させてください。 

 13ページと14ページ。特に、主に14ページ
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なんですが、国外間の転出入のことです。Ｒ

３からぐんぐんぐんぐん伸びていて、これ

は、上の説明には、ＴＳＭＣ進出後の決定と

いうのがあるんですが、多分、直接的なＴＳ

ＭＣの影響よりも、人手不足、人材不足だか

ら外国人の実習生等が増えた影響じゃないか

なと思うんです。そうではないんですか。 

 

○久保田地域振興課長 こちらの13ページの

表、14ページのグラフ、いずれも、時系列的

に数字とその出来事を照らし合わさせていた

だいているんですが、特に14ページのほうで

すね。国外からの転入の状況がどういった要

因でそこが増えたかというところまでは、大

変申し訳ございません。まだ把握できてない

ところがございまして、その辺りはしっかり

勉強させていただきたいと思っております。 

 

○髙野洋介委員 だったら、あんまり重みが

ある資料じゃないですよね。そこを分析した

上で、行政としたらどういうふうな対応をす

るのかというのを議論しなければ。ただ、人

間が入ってきました、出ていきましたと言っ

たら、ああ、そうですかと、それだけになり

ますよね。 

 私の感覚は、恐らくこれは外国人の技能実

習生が増えてきたから、転入が増えてきたと

私は思っています。ということは、日本国内

というか、熊本県内の労働者というか、雇用

も非常に厳しくなったと同時のこの数字だと

思うんですよね。今からも多分どんどん増え

ると思うので、プラスＴＳＭＣの関係で、こ

れからプラスアルファが来るわけじゃないで

すか。 

 だから、要は何を言いたいかというと、多

分国際化だとかＴＳＭＣも当然せなんですけ

れども、労働雇用創生課とかは、また別の視

点でやらなければいけないので、もう少しそ

こには重点的に人員も増やしつつ、いろんな

多岐にわたる国から来られるわけなので、そ

こは丁寧に対応しないと、恐らく、外国人な

くして、この熊本の経済は多分今から成り立

たないと私は見ています。 

 だから、そうなるためには、しっかり対応

する組織をつくる必要があると思いますの

で、多分そこに久保田課長に答弁求めても何

も得られそうにないので、そこはもう要望し

ておきますけれども、一応またこの数字、詳

細を、把握できたらまた教えてください。 

 以上です。 

 

○久保田地域振興課長 本当に、委員からの

御指摘にしっかりお答えできなくて、大変申

し訳ございませんでした。 

 その点は、どういった要因があるのかとい

うのは、しっかり今後勉強させていただきた

いと思います。 

 あと、他部局も交えてという部分につきま

しては、15ページの資料になりますが、こち

らのほう、真ん中の緑の枠囲みの上のところ

に移住定住推進本部と書いております。関係

部局が全部入って、副知事をトップにした移

住定住推進本部を県庁の中で立ち上げており

まして、その事務局、運営は私ども地域振興

課のほうでやっておりますが、移住、定住の

推進につきましては、そういった形で、県を

挙げて全部局連携しながら取り組んでいると

いうところでございます。 

 引き続き、そこは移住定住推進本部の下

で、県を挙げて、移住、定住の推進にしっか

り取り組んでまいりたいと思っております。 

 

○髙野洋介委員 最後にいいですか。 

 多分、それは日本国内の話ですよ、この15

ページは。14ページは、多分外国人のことな

ので、14ページと15ページは全然違う施策じ

ゃないですか。だから、そこは整理しないと

駄目ですよ。 

 一応もういいです。もう答弁誰も要らない

です。 
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○橋口海平委員長 ほかにございませんか。 

 それでは、なきようですので、次のテーマ

に入らせていただきます。 

 次に、ＴＳＭＣ進出に係る県内波及効果に

関する件ですが、このテーマは内容が多岐に

わたります。 

 そのため、本日は、県内各地域への台湾か

らの誘客、ビジネス交流の推進及び国際交流

の推進に焦点を絞って議論を進めます。 

 これに関して、質疑はありませんか。 

 

○城下広作委員 40ページの下から２段目の

丸のところ、教育機関でＴＳＭＣ出向者の子

供約150名を受け入れているということで、

公立学校とルーテル学院と熊本インターナシ

ョナルスクールなんですが、これは、大体何

名、何名、何名というのが分かるのか。 

 それと確認です。これは、公立高校の場合

には無償、あと２つの分は私立だから有償と

いうことになっているのか、ここのところを

教えてください。 

 

○小川企画課長 企画課でございます。 

 公立、私立、御質問がありましたので、ま

とめて私のほうから答えさせていただきま

す。 

 資料にありますとおり、昨年の秋に、ＴＳ

ＭＣの関係で御家族も来熊されており、その

うちお子さんが、おおむね150名来熊された

と伺っております。どこの学校に入られたか

という具体的な数字は、詳細にお答えするの

が難しいという状況ですが、熊本インターナ

ショナルスクールで多くの子供たちの受入れ

がされていると聞いております。 

 また、無償、有償というお話がありました

が、通常のお子さんと同様に、公立であれ

ば、公立の費用、熊本インターナショナルス

クールですとか、ルーテルの高等部に入学さ

れているお子さんについては、それぞれの学

費や必要な費用が発生していると伺っており

ます。 

 以上になります。 

 

○城下広作委員 経済的に非常に所得が高い

から、皆さん、そうやって有償なところにも

行けるんですが、中には、公立に行きたいけ

れども、逆に言えば、いわゆる指導体制と

か、教職員とかの充実とか、外国語の対応と

か、こういうのがあると本当は公立に行きた

いという人も増えるかもしれないなというこ

とも予想されますよね。 

 この辺のことも、家族の意向というのがで

きるだけ反映できるような形の体制に考えて

おくことは大事なことかなということで、気

になったということでございます。 

 

○小川企画課長 補足を１点よろしいです

か。 

 企画課でございます。 

 ありがとうございます。まさしくそのとお

りでして、御家族や会社を通じて聞いてみま

すと、当然、様々な御希望や方針があるよう

ですが、熊本インターナショナルスクールへ

入学された方が多いのは、県内でもともとイ

ンターナショナルスクールを運営されていた

ところもあるようです。 

 ただ一方で、せっかく熊本に来たので、現

地のいわゆる熊本の子供たちと一緒に公立で

学びたいといったニーズも以前からお聞きし

ておりました。 

 県としても、いろんな機関と連携しなが

ら、受入れの選択肢をしっかり広げてまいり

たいと思っております。 

 以上になります。 

 

○城下広作委員 ありがとうございます。 

 いわゆる単年度じゃなくて、長く熊本と関

わる企業ですから、これは大きく長期的に考

えていくということが大事だと思います。よ
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ろしくお願いします。 

 以上です。 

 

○橋口海平委員長 ほかにございませんか。 

   (｢ありません」と呼ぶ者あり) 

○橋口海平委員長 ありませんか。 

   (｢はい」と呼ぶ者あり) 

○橋口海平委員長 ほかに質疑がなければ、

これで終了いたします。 

 次に、議題３、付託調査事件の閉会中の継

続審査についてお諮りいたします。 

 本委員会に付託の調査事件については、引

き続き審査する必要があると認められますの

で、本委員会を次期定例会まで継続する旨、

会議規則第82条の規定に基づき、議長に申し

出ることとしてよろしいでしょうか。 

   (｢はい」と呼ぶ者あり) 

○橋口海平委員長 異議なしと認め、そのよ

うにいたします。 

 次に、その他に入ります。 

 その他として何かありませんか。 

   (｢ありません」と呼ぶ者あり) 

○橋口海平委員長 ほかになければ、これを

もちまして第５回地域活力創生特別委員会を

閉会いたします。 

  午前11時14分閉会 

―――  ――――――――――――  

○橋口海平委員長 それでは、本日は本年度

最後の委員会でございますので、一言御挨拶

を申し上げます。 

 まずは、これまで１年間、委員会が無事終

了できたこと、本当に皆様方のスムーズな御

協力、また、審議、説明だと感じておりま

す。本当にありがとうございます。 

 この委員会は、デジタル田園都市国家構想

に関する件、それとＴＳＭＣ進出に係る県内

波及効果に関する件でございます。この２つ

というものは、この熊本の未来をつくるに当

たって、とても大事なことだと感じておりま

す。 

 これからも、ぜひ、この委員会、多分来年

も継続するだろうと思いますし、皆様方も引

き続き関わっていくことだと思います。しっ

かりとこれからも議論を深めながら、熊本の

発展を目指していければと思っております。 

 それとまた、原山部長、下村課長、今年で

勇退されるとお伺いしております。これまで

本当に熊本県の発展のために御尽力いただい

たことを、改めて御礼申し上げます。 

 最後になりますが、各委員並びに執行部の

皆様方の御健勝、御活躍をお祈りいたしまし

て、簡単ではございますが、私の御礼の言葉

とさせていただきます。 

 本当にありがとうございました。（拍手） 

 

○髙島和男副委員長 一言御挨拶を申し上げ

ます。 

 この１年間、橋口委員長、そして各委員、

さらには執行部の皆様方の御支援、御協力の

おかげで、副委員長としての職責を何とか果

たすことができたのではないかと思います。 

 本当にお世話になりました。ありがとうご

ざいました。（拍手） 

 

○橋口海平委員長 ありがとうございまし

た。 

 本日は、これで終了いたします。大変お疲

れさまでした。 

  午前11時17分 
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